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款項

福祉部当初予算比較表(人事課所管の給与費を除く)

目

2 総務費

1 総務管理費

31年度
当初予額

諸24

3 民生

1 社会福祉

30年度
当初予額

社会福祉総務

4,228

22,736,425

2 障害者福祉

増減額

4,228

22,736.425

3 高者福祉費

4,228

(単位:千円)

21,902,868

5

' 4.228

168,417

老人ホーム

増減率

13,864,597

21,902,868

6

' 4,228

民生委員

皆減

1,851,402

9 介護保険業

' 4,228

184,307

皆減

13,450,740

833,557

52,258

計

皆減

1,844,551

133,291

833,557

6,666,460

' 15,890

3.81%

52,294

22,736,425

3.81%

413,857

123,400

' 8.62%

6,247,576

6,851

21,907,096

3.0既

▲ 36

0.37%

9,891

' 0.07%

418,884

8.02%

829,329

6,70

3.79合
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款

3

民生費

1 概要

高齢、障害、子育て、生活困窮など福祉分野に関連する複合的な課題にワンスト、ソプで対応し、

包括的な支援を実施する相談窓口を設置する。また、地域における各相談支援機関等との連体

制の築、不足する社会資源についての検討及び新たな資源の 1出に向けて取り組むとともに、

地域の福祉課題について必要に応じ相談支援機関等と報共有することで、地域を包括的に支え

る体制づくりに取り組む。

なお、本事業は国のモデル事業として実施し、事業運営については地域包括支援センターを運

営する法人(2箇所)へ委託する。

予算説明

項

社会福祉費 社会福祉
総務費

事業内容

(1)事業内容

事業実施については、それぞれに配置する相談支援包括化推進員(社会福祉土 3名X2箇所)

により以下の(ア)から(カ)の業務を行う。

(ア)相談者等に対する支援の実施

(イ)地域における各相談支援機関等との連体制の築

(ウ)相談支援包括化推進会議の開催

(エ)新たな社会'源の創出に向けた取り組み

(オ)地域住民の相談を「丸ごと」受け止める機能の築と地域における福祉課題の把握

(カ)地域における福祉課の解決に向けた検討

番号

4-2

事業名

多機関型包括的支援体
制築モデル事業費

(2)事業期間

平成31年度

予算額

千円

29,990

(3)設置所(市内2箇所)

北多機関型地域包括支援センター(琴海地域包括支援センター内)

南多機関型地域包括支援センター(大浦地域包括支援センター内)

(H28年10月からの事業実施分を継続)

(4)事業費内訳

委託料 29.934千円

旅費 56 千円

3 財源内訳

国庫支出金

千円 千円

22,49229,990

※国庫補助率:事業費(29,990千円)

事業費
一般財源県支出金 その他

千円 千円千円

フ,498

の3/4 (生活困窮者就労準備支援事業費等補助金)

財源内訳



括支援センター活動実績機関

(1)相談者等に対する支援等の施

南

北

合計

朏.10-1睦,,9

251

杓4

U5

(2)要援慶の年代別割合

継続相談(家族数)

榔.10艸雌,.0

1,諦5

1.849

3,2"

【H28年10月~H30年9月】

H28年10月

~H29年9月

0.、

"%,

延相談(件)

榔.10・櫛.9

1,646

2,043

3,聞9

H29年10月
~H30年9月

~10代

1,569

2.615

4,184

(3)

20代 30代

援慶

10今6

H28年10月
~H29年9月

25%

40代

の世帯構成員別割合

多"
119h

'房

1,舶0

2,舶8

4,78B

8胎

50嵐~64

10%

18●ら

H29年10月
~H30年9月

65嵐~

209h

21●b

(4)相談分野の組み合わせ状況(家数)

39,h

8●6

1696

25916

3●6

19号、

47号b

高齢・障害

高齢・障害・困窮

障害・困

と成人の子

1996

3gh

11●h

41●b

4世代親と子
ι胤'、・素慮年)

慨と棄虚卑の子駅と子家鱗モの他
f2 3世代)

1号6

(31.2%)

(19.1%)

(19.1,6)

89、

1●6

多"

89h

8●b

高齢・障害(18.0,6)

高齢・障害・困窮 a5.0%)

害のみ(12.096)

木劇

9●6

396

596
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(5)相支援包括化推会震の鬨催状況

南多機関

北多機関

合計

主催(回)

12

34

46

H28.10~H29.9

(回)合計(回)

5846

7440

13286

個昂=

支握対魚世帯の関係機聞が集まりー
・世帯情報の共有
・課胆確認及び整理
・支橿方針の検討・決定なと

(6)昔及啓発

者数

1,,63

1,580

2,743

ー.

主催(回)

14

76

90

昔及
バンフレW卜など

門向け
バンコレツト

集

市民向け

パンフレツト

H29.10~H30.9

(回)合計(回)

7965

54 130

209119

(フ)分野を超えた包括的な支援体制づくり

各相隣支

全体会議

多世代にわたる相談支橿機閏や地城の方が集まりー
・地域課題や各専門機関が抱える課題の抽出と整理
・不足する資源創出に向けた検討
・包括的な支橿休制づくりなど

8050問題、ダブノルケアなど12事例を掲

多世代にわたる約60か所の相談窯口を
わかりやすく介

1分野ごとに共通する「買い物の課題」への取り組み

◆住民の集まる場に出向き「買い物アンケート」を実施
一約1,500件回収

内

聞の情報を掲載

専

加者数

1,681

1,726

3,407

②分野をつなぐ取り組み

作成敵

貝い物

100部

200部

1,000部

◆障害事業所で認知症サポーター講座聞催

◆学童で障害事業所の石鹸づくり体験

◆地域の祭りで石鹸販充・ーなど

3 制度の狭間をつなぐ取り組み

◆困窮・若者支援・多機関で定例会・事例検討会の開催

◆定時制1・通信制合同学校説明会での出張相談

乳児期児童→青年→壮年老鞠

家庭・地域・風場などから釦立

制度の対象ではない

相談支擾の専門機関へ布

記布先

各地域センターへ設置
ホームページからダウンロード

●共通課題(できないこどの整理

●自助・互助(できてること)の発見

●不足する資源開発に向けた

取り組みの検討

次年度に向けて

●他地域への拡大

若者
支援

社会的孤立の解消

私立
困窮

高校

●私立高校での居場所づくり
※困窮(長崎市生活支援相談センター)
※若者支援(長崎県子ども若者総合相談センター「ゆめおす」



普及啓発

多機関型地域包括支援センター主催の研修会開催

各機関へ事例集やPR動画等を活用した普及啓発

個別相談支援

・経済的困窮、精神障害(疑い含む)、病気などの複合課題に対応するため、税や法律閏
係など福祉分野以外の機関との連携による、入り口支援の強化

・家族機能不全に対応するため、障害、就労、若者支援など、家族それぞれの年代や状態
に応じた専門機関とのつながりによる出口支援に向けた取組の強化

H31年の主な取りみ

分野を超えた包括的支援体制づくり

分野共通の課題に対する資源開発に向けた取組の検討(買い物アンケート結果の分析)
分野のつなぎに取り組む地域の拡大
分野の狭間により生じる孤立防止に向けた取組(私立高校での居場所づくり)

【国が示す工程表】

筑

謹の
解決力田化/
サービスの
体的提媒ノ
的な寓
^づくり

年度

【長崎市の工程表】

地城共生社会の実現に向けた
地域づくりの化のための取
n)相談者等に対する支擾の実施
(2)地填における各相談支機関等との連携体制の犠築
(3)相談支擾包括化会の
(4)新たな社会資源の創出に向けた取組

・福祉分野に関する複合的課題に対するワンストップ
相談窓口の設賀(市内2箇所)

・個別相談支援、関係機関等とのネットワーク構築
・研修会の開催
・バンフレット、事例集の作成

(5)地域住昆の相談を」「丸ごと」受け止める機能の構築と
地における福祉課麺の把握
(6)地域生活課短の解決に向けた検酎

・住民が参加する場(高齢看サロン、障事業所、子寅て世
代が集まる場所等)や出張相談でのききとり論晝による課
題と、今ある費源(インフォーマル)の把掘
・集いのから生活課題解決へのしくみづくり

却16
4度

生社会の現に向けた今後の

謹もが支

音う地域の

摂に向け

,二福祉サー

ビスの実

劫1'

4度

相談支担体僻づくりと
の解決力強化につ

いて、モ〒ル事案等を数
年間ずる中で制崖化

を検討

卸1?
年度

知1き

#麿
卸10

年虚
^1
#虚

各地壊における体制の確立・充

Im3
年喧
^4
年虚

2016年度ι"姑)~

2017卑度 f"ユ゛1

才m6年
虚

2020年一2m5罪
を目遡に:
地壊課想の僕決力
を強化する体制
全国展駅
総合的な相談支掘
体制
全国翻

指標

2018竿度
tHMI

2019年度
(●131)

H2B年10月より実施

2020年度

H30年度より施

影雛

国
の
動
向
重
え
た
棗
開

雛

農
盟
喜
的
支
怪
制
讐
モ
デ
ル
茎



長崎市社会福祉協

1 補助金

区

会に対する助成等一覧表(平成31年度当初予)

理遅営費

分

内
務局職人件

平成31年度
当初予算①
(千円)

128,920

地堆福祉活動推進業

訳社会福祉会館維持管理費

総合相談支授業

会報酬等

務

平成30年度
当初予算②
(千円)

133,900

2

111,引2

その他委託料

区

減
①・②
(千円)

' 4,980

牡会
生活困窮者自立支援費(3.11福祉

戟務費

障客者
福祉

齢者
福祉費

児
福桂

118,095 ' 6,2船

804

3,248

742

2,756

9,鶚8

配サービス費(3,1,2)

宅人福祉センター・老人憩の家
運営(3.1.3)

ファミリー・サポート・セン
ター運費(3.2.1)

特例介護〒防通所介簾相当サー
ビス業費(4.1.1)

短期中型通所サービス費
(4.1.1)

分

804

2.646

743

2,071

9.541

21名(フ'口n'-15名、再用1名、市OB嘱託1名、嘱託4
プロパー 引.026.936円
社協再用 4,622.005円
市OB嘱託 4'4詑,923円
嘱託 8.914.193円
地域福祉計画策定に伴う時間外 2.815,000円
計111,811.057円

平成31年度当初予の内訳

平成31年度
当初予算①
(千円)

41,154

602

▲1

6部

17

地区社協助成金創2.000×67地区

庫解体費の

平成30年度
当初〒算②
(干円)

39,359

年齡による給料表の変更 65歳以上から65 未満

386

総合支擾配食サービス
(4.1.1)

増
①
干円

1,795

18,247

増減串
③÷②
(96)

'1.90%

〒
説明書
記雌

生涯元気事業費(4.1.2)

469

3,693

18,128

要介護者配食サービス
4 2.2)

計合

総計(1+2)

区

2,003

' 83

市内全域

禦

3,757

3

1,920

平成31年度当初予算の内訳

香焼地区、尋海地区、三和地区

【南総合事務所地域福祉課】香燐地区
【北総合事務所地域福祉課】外海地区

市内全域

1,479

1 19

2,671

' 64

3,389

業

特会
43

4,2和

524

3,102

金

'1,469

池島地区

【南総合事務所地域福祉課】深堀・香焼地区、伊王島地
区、三和地区
【北総含事務所地域福祉課】琴海地区

【南総合事務所地域福祉課】燐地区、三和地区
【北総合務所地域福祉課】琴淘地区

3,915

78.229

分

3.958

'431

額

3,625

フフ,266

予算
説明書
記鮫

平成31年度
当初予算①
(千円)

207.149

282
【南総合務所地域福祉課】深堀・焼地区
【北総合務所地域福祉課】外海地区、琴海地区

157

平成帥年度
当初予算②
(干円)

211,166

特会
U

161

【南総合務所地域福祉課】燐地区、三和地区
【北総合務所地域福祉課】琴海地区

減
①一②ゴヨ
(千円)

' 4.017

165

173

長
崎
市
社
会
福
祉
協
話
会
補
助
金

杜
会
福
祉
総
務
贊

介
暖
保
険
事
業
特
別
会
計

0
 
3

9
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2
 
9
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1 概要

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、日常生活において必要な居宅介護や施設での日中活動支援などの給付

を行うもの。

2 給付内訳 (単位;千円)

サービス 1

3

民生費

説明

項

社会福祉費

目

2

障害者
福祉費

番号

施設入所支援

事

2-1

業

療

施設に入所する障害者に、夜間において、
入浴、食事などの介護等を行う

医療と常時介護を要する障者に、医療機
関で機訓練、療養上の管理及ぴ介護等の
日常生活上の世話を行う

常時介護を要する害者に、日中におい
て、施設での入浴、食などの介腰等や創
作的活、生産活の機会を提供する

居宅で障者の介腰を行う者が疾病等によ
り介護できない場合に、施設等に短期間入
所させ、入浴、食事などの介護等を行う

常時介護を要する度の肢体不自由者、知
的・精神障害者に、居宅において入浴、食
などの介護等や外出時における移動支援を
総合的に行う

常時介護を要する度障者のうち、意思
疎通を図ることがしく困難な者に、訪
問介護、生活介護などの複数のサービスを
包括的に提供する

居宅において、入浴、食などの介護等、
並ぴに生活等に関する相談やその他の生
活全般にわたる助を行う

知的・精神障害により行上しい困難を
伴い、常時介護を要する者に対し、外出時
における移動中の介護等を行う

視覚により、移にしい困難を有す
る者に、外出時において同行し、移に必

要な提供や介護等を行う

合計

名

介護給付費

介護

サービス内容

生活介護

予

千円

5,174,578

短期入所

額

重度訪問介護

平成30年

当初予算①

重度害者等

包括支援

884,297

平成31年

当初予算②

居宅介護

569.830

121,328

891,162

2.531.834

行

(②一①)

援護

583,360

同行援護

121.609

6,865

2,667,031

13,530

262,349

119,032

135,197

219,340

▲2.57フ

567,462

'43,009

25,808

574,127

89,767

5,053,250

44,594

6,665

75,625

18,786

5,174,578

'14,142



3 サービスごとの延利用数

サービス別

施設入所支援

療養介

生活介護

短期入所

重度訪問介

重度者等包括支援

居宅介護

行動援

同行援

単位
平成30年度

当初予①

218,052日

平成31年度

当初予②

日

時間

時間

時間

時間

時問

52,962

252,057

12,725

4 財源内訳

243,097

増(②一①)

54,653

276,117

13,1 1 1

66,57683,986

事業費

132,586

30

25,045

千円

5,174,578

1,691

24,060

386

4,615

※1

※2

33,031

国庫負担率:事業費の1

県負担率:事業の1

国庫支出金

※1

129,668

30

▲17,410

千円

2,587,287

6,267

財 源

県支出金

※2

27,742

'2,918

1,652

'5,289

0

2(障害者自立支援給付費国庫負担金)

4(長崎県障害者自立支援給付費県負担金)

千円

1,293,640

内 訳

その他

千円

一般財源

千円

1,293,651

日
日



ページ

156~157

予

款

1 概要

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、自立生活に必要な就労支援や共同生活援助(グループホーム)などの給

付を行うもの。

2 給付内訳 (単位:千円)

サービス】

3

民生

説明

項

社会福祉

目

2

障害者
福祉

番号

事

就労移行支援

2-2

業

一般企業等への就労を希望し、通常の
所への雇用が可と見込まれる65歳未満
の障害者に、生産活、職場体験等の機会
の提供や、就労に必要な訓を行う

一般企業等に就労する二とが困難な者
に、用契約等1一づき、就労や生産活動
等の機会を提供することにより、就労に必要
な知識及び能力の向上を図るための訓練等
を行う

・A型:型(賃金が適用される)
・B型:非用型(最低賃金が適用されない

一般就労へ移行したことに伴う環境変化に
より生活面の課題が生じている者に、
相談を通じて生活面の課を把握するとと
もに、企業や関係機関等との連絡調整やそ
れに伴う課題解決に向けて必要となる支援
を行う

訓練等給付

名

就労継続支援

(A 型・B 型)

サービス内容

予

千円

3,508,920

額

就労定着支援

平成30年

当初予算①

自立訓練

平成31年

当初予釦含

222,819

(A 型)

329,435

旧型)

1,830,311

34,818

自立した日常生活や社会生活ができるよ
う、一定期間、身体や生活力の維
持、向上等のために必要な訓練を行う

共同生活授助

155,149

(②一①)

主として夜に、共同生活住居で相談、入
浴、食などの介護やその他日常生活上
の援助を行う

施設やグループホーム等から一人暮らしへ
の移行を希望する害者の地域生活を支
援するため、一定の期間にわたり、定期的
に居宅を訪問し、生活面や健康面などにつ
いて確認を行い、必要な助や医療機関
等との連絡調整を行う

合計

自立生活援助

398,449

'67,670

1,784,705

69,014

'45,606

104,102

3.910

981,201

'2.200

115,068

1,050.684

10.966

3,474,102

69,483

3,508,920



3 サービスごとの延利用数

サービス 1

就労移行支援

就労継続支援

(A 型・B 型)

単位
平成30年度

当初予算①

23,312

就労定着支援

自立訓練

共同生活援助

自立生活援助

日

(A 型)

日

平成31年度

当初予算②

21,31 1

4 財源内訳

旧型)

52,091

日

257,089

384

-10-

増、(②一①)

事業費

70,658

16,680

190,962

265,347

120

千円

3,508,920

'2,001

※1

※2

国庫負担率:事業費のV2(害者自立支援給付費国庫負担金)

県費負担率:事業費の14(長崎県障害者自立支援給付県費負担金)

国庫支出金

※1

18,567

18,019

204,107

6012

千円

1,754,460

8,258

'264

財 源

県支出金

※2

1,339

13,145

48

千円

87フ,230

内 訳

その他

千円

一般財源

千円

87フ,230

日
日
人



ページ

158~159

予算

款

3

民生

1 概要

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉サービスの

利用計画における相談及び作成や施設等から地域生活への移行に向けた支援等の給付を行うも

説明

項

社会福祉

目

2

障害者
福祉費

2 給付内訳

サービス種男り

番号

事

2-3

業

計画相談支援

相談支援等給付

名

サービス等利用計画についての相

談及ぴ作成などを行い、障者・児の自立

生活のための課題解決や適切なサービス
利用に向けて、ケアマネジメントにより支擬
を行う

サービス内容

予

地域相談支援

額

千円

185,653

入所施設や精神科病院等から退所・退院す

る者に対し、地域移行に向げての相談や支
授及び、移行後における緊急事態への対応

等を行う

3 サービスごとの延利用数

サービス種別

平成30年

当初予

平成31年度

当初予

172,376

計

(単位:千円)

計画相談支援

地域相談支援

183,017

(②一①)

1,737

単位

174,113

平成30年度

当初予 1

11,206

96

10,641

2,636

185.653

平成31年度

当初予算②

11,709

115

899

11,540

増・(②一①)

503

19

合

人
人



4 財源内訳

事業費

干円

185,653

※1

※2

国庫負担率:事業費の12(障害者自立支援給付費国庫負担金)

県負担率:事業費の14(長崎県障害者自立支援給付費県費負担金)

国庫支出金

※1

千円

92,826

財源

県支出金

※2

千円

46,413

内 訳

その他

千円

一般財源

千円

46,414



ページ

158~159

予

款

1 概要

児童福祉法に基づき、療育や訓練等が必要な害児に対する、日常生活の基本的動作の指

知識や技能の提供、団生活への適応訓練などの通所サービスを提供するもの。

3

民生費

説明

項

社会福祉

2 給付内訳

サービス糧呂11

目

2

障害者
福祉

番号

児童発達支援

事

3-1

業

障害児通所給付費

障のある未就学児に、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技の付与、
団生活への適応訓練などの支援を行う

名

サービス内容

居宅訪問型

児童発達支援

予

障児通所支援を受けるために外出するこ
とが著しく困難な重度の障害児において、
居宅を訪問し、臼常生活における基本的な
勤作の指導、知的技の付与等の支授を
行う

千円

1,815, 383

額

放課後等

デイサービス

平成30年度

当初予算D

就学中の障児に、放課後や夏休み等の
期休暇中において、生活能力の向上の
ための訓練等を継続的に提供する二とによ

り、障害児の自立を促進するとともに、放課
後等の居場所づくりを推進する

保育所等

訪問支援

205,374

平成31年度

当初予算②

(単位:千円)

、

保士等が保所等を訪問L、障害児に対
して、害児以外の児との団生活への
適応のための門的な支援を行う

高額害児

通所給付

288,640

2,321

(②一①)

同じ世帯の中で複數の児が障児通所
サービスを利用する場合や、障者総合支
援法に基づくサービスを併用する場合な
ど、世帯の負担上限額を超える場合、その
超えた額を支給する

83,266

1,355,173

1,811

1.518.340

▲510

計

8,093

163,167

4,987

1,621

1.572,582

▲3,106

1,605

1,815,383

'16

242,801合



3 サービスごとの延利用数

サービス

児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

高額害児通所給付

単位
平成30年度

当初予①

日

4 財源内訳

18,383

平成31年度

当初予算②

事業費

130,531

人

36

千円

1,815,383

24,739

※1

※2

549

増(②一①)

-14-

国庫支出金

※1

162

164,167

305

180

負担率:事業費の12(障害児入所給付費等国

負担率:事業費の14(長崎県障害児通所給付

参考】サービス受給者数推移

平成27年4月平成28年4月

(実績)(実績)

643人549人

千円

907,690

6,356

財 源

県支出金

※2

135

144

33,636

'244

千円

453,844

内 訳

その他

'27

平成29年4月

(実績)

756人

負担金)

等県費負担金)

千円

一般財源

平成30年4月

(実積)

978人

千円

453,849

平成31年4月

(見込)

1,076人

日
日
日

国
県



ページ

158~ 159

款

3

民生費

1 概要

長崎市手話言語条例制定(平成31年4月1日施行予定)に伴い、手話を言語として位置づけ、

手話への理解促進及び手話の普及を図り、手話を使用しやすい環境を整備することにより、ろう者

が安心してらすことができる地域社会を実現するための取組みを実施する。

2 事業内容

条例制定に係る記念・演会を開催するとともに、手話に関するり一フレット及ぴポスターを作成

し、学校や医療機関等へ配布する。

併せて、手話への理解促進及び手話の普及を図るため、教育機関へ手話通訳者等を派遣し、

学校において手話に触れる機会のを提供する。

また、一般市民を対魚に公民館等で手話講座を開催する。

3 実施内容

(1)「手話言語条例制定記念演会」の実施 3鶚千円

ア師謝礼金200千円

イ師派'に係る旅 86千円

ウ演会開催に係る会場借上料 43千円

工講演会看板製作委託 29干円

(2)公民館等における手話座の実施 27千円

師謝礼金 27千円

(3)手話及啓発用ポスター・リーフレット作成 270千円

リーフレット等作成委託 270千円

(4)教育機関手話師派' 792千円

講師派遣等業務委託 792千円

ア派遣内容

聴障害者のうち、手話で、思疎通を図る「ろう者」及び手話通訳者の2名を派遣し、手話

に関する歴史的背やろう者が日常生活を過ごすうえでの経験談、簡単な手話を教える。

イ対欽者

崎市立中学校39校中学校1年生

予 算説明

項

社会福祉費

自

2

障害者
福祉

番号

4-21

事

手話普及啓発費

業 名 予

※2

額

千円

1,447

内訳

その他

4 財源内訳

事業

千円

財源

国庫支出金※1 県支出金※2

千円 千円 千円

1,447 566 283

地域生活支援事業国庫補助金(補助率12以内)

事業費X12X交付実績率7827%

長崎県地域生活支援事業費補助金(補助率14以内)

事業 X1 4X交付実績率78.27%

-15-

一般財源

千円

598

※1



1 目的

長崎市障害福祉センターは在宅障害福祉の拠点的な施設として、相談・療育・指・りハビリテーシヨン・スボ
ーツ・レクリエーションの各分野で専門性(医学的なものも含む)を有したサービスを総合的に提供することによ

り、障害者の社会参加及ぴ自立を促進することを目的とする。

2 指定管理者

(1)法人名社会福祉法人長崎市社会福祉業団

(2)所在地長崎市茂里町2番41号

(3)事業開始平成4年4月1日(平成18年4月1日から指定管理)

3 事業内容及び事業費一

長崎市障害福祉センター事業概要

事業名

管理運営

身体
セン

【総事業費:473,

(うち委託料:302,

害者福祉
タ

務、職の人事、給与、福利厚生、経理法人

管理、庶務及び施設、設備の管理さらには各施設・
所との連絡調整務を行う。

障者の各種相談、訓練、講習、教養、スポーツ・

レクリエーションなどのために施設の提供や指導、

手話通訳者の配等を行う

障害児通所支援費

601

内

地域活

センタ

未就学の児に対し、通所により日常生活におけ

る本的な動作の指導、知識技能の付与、団生活

への適応訓練等を行う児発達支授を施す

る。(定 45人)

容

動支援
Ⅱ型費

相談支援費

350千円】

51 5千円)

害者就労支援
相談所運営費

地域において用・就労が困難な在宅害者に対

し、機訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを

行う。

在宅の障児(者)の各種相談に対し、在宅福祉サ

ービスの利用援助、社会'源の活用や福祉に関する

情報提供等を総合的に行う。

関係機関と連携を図りながら、害者で就労中又は

就労を希望する者に対し、就労相談支擬、雇用準備

提供等を行う。支、

小児科、整形外科の医師及び理学法土等が、心身

児(者)に対し、診断・評価・訓練を行うとと

もに、地域や家族に対する支援を行う。

害児(者)、知的児(者)、身体在宅の

児の地域における生活を支えるため、外来・訪問

による等の指導、その他必要な支援を行う。

病院や施設等を退院、退所した身体者が地域生
活を営むのに必要な機訓練(りハビリテーショ

ン)を行う。(定 20人)

診

根拠法
等

療

害児
療育支援

所

(単位:千円)

事業【下段はうち委託料】

30年度 31年度増減額

52,5弱 46,474 △6,081

38,739 45,492 6,753

11,945100,742 112.687

11,945100,742 112,687

費

機能訓練費

身体障

者福祉法

団収入注)

・障害児通所支援にかかる障児通所給付費

・機訓練業にかかる訓練等給付費

・診療所事業にかかる保険診収入など

児

福祉法

者総

合支援法

94,372

15,872

8,219

8,219

19,刀0

18,479

5.436

5,436

156,367

80,198

8,756

8.756

巧.050

4,173

461,267

280,614

180,653

害者総

合支援法

95,369

市要綱

M,387

8,338

8,338

19,805

18,461

5,437

5,437

160,491

82,927

9,098

9,098

15.651

5,卵8

473,350

302,515

170,835

医療法

997

△1,4部

119

市要綱

事案費合計

うち委託料合計

(参考)団収入

障者総
合支援法

1 19

35

△18

-16-

4,124

2,729

342

342

1,515

12,083

21,901

△9,818

等
費



ページ

160~161

款

3

民生

予 説明

項

社会福祉

概要

害者の店「はあと屋」の運を通じ、福祉的就労を行う障害者の社会参加の促進と、授産製

品の売り上げ向上、授産工賃アップを図る。

国及び地方公共団体等に対し、害者就労施設等からの物品等の先調達や受注機会の増

大を図るための措置などを求めた「障害者先調達推進法」に基づく先調達方針の作成、公表

など、長崎市の取り組みとも連し、事業を推進する。

目

2

害者

福祉

番号

2 事業内容

(1)委託先

チャレンジド・ショyプはあと屋運営協 ^^

(2)店舗の所

万屋町べルナード観光通り(約60市)

(3)参加施設等

市内37事業所(平成 31年1月現在)

(4)実施内容

ア授産製品の販売

イ製品別売上データの収・分析

ウ授産施設等への売上データ・分析結果の情報提供

エインターネットによる消者への商品報提供

オ官公需拡大のための共同受注窓口

事

6-1

業

授産製品販売促進

名 予算額

千円

12,912

3 財源内訳

事業

千円

12,912

国庫支出金

千円

財

県支出金

千円

源

地方

内 訳

その他

千円千円

一般財源

千円

12,912



【参考1】売上等の実績及び見込み

26年度

39,394,586はあと屋売上額

月額平均工賃

【参考2】就労系事業所等における活動内容別事業所数(平成31年1月現在)

主な作業内容区分事業所数割合偶)

27年度

30β00,397

18,684

物品製造

及ぴ販売

28年度

39,349,040

食料品

18.100

布製品

生活用品

業用品

小計

印刷

29年度

32,750,701

18,047

役務の

提供
役務 32733

小計 41642

合計 101 100,0

※チャレンジド・ショップはあと屋運営協会に加盟していない事業所も含む。

※一つの事業所が数の区分で活動している合は重して計している。

30

(単位:円)

30年度見込

33,000,000

-18-

29.フ

18,056

パン、お菓子、農産物、食堂等における軽食

や食事の販売

軍手、ウエス、エプロン、小物入れ等

石鹸、木工品、革製品、工芸品等

花苗、花等

109

14.8

3.0

58.4

8.9 名刺、封筒、チラシ等

j 掃、除草、データ入力、ホームページ等作

成、軽作業(箱折り等)

1
 
5
 
3
 
9
 
9

ー
ー
 
5



ヘージ

162~163

予

1 概要

特別支援学校小学部又は中学部等に通学する児童・生徒のうち、付添人がいなけれぱ通学ができな

いにもかかわらず、付添人の体調不良等の理由により送迎ができず、本人の理由によらず児童・生徒が

欠席せざるを得ない合において、福祉タクシー等を利用して通学した際の利用料金を助成する。

2 事業内容

(1)対象者要件

次のア、イのいずれも満たす者

ア長崎市内に居住し、小学校若しくは中学校又は特別支援学校(盲学校、ろう学校及ぴ市外も

含む。)の小学部若しくは中学部に通学している児童・生徒。ただし、長崎市立小学校又は中

学校に通学している児童・生徒を除く。

イ移に介助が必要であり、特別支援教育就学奨励の通学として付添人の交通が認め

られている者

(2)助成要件

付添人の体調不良等の理由により送迎ができず、本人の理由によらず児童・生徒が欠席せざるを

得ない合において、付添人の交通の算定にあたり学校が認定した通学手段以外の方法として、

福祉タクシー等を利用して通学した ^

(3)助成額

対象者ごとに、次のア、イから出した額を1回あたりの助成額とする。

ただし、福祉タクシー等利用料金実費額が上記の額を下回る場合は、当該実額とする。

ア距離付添人による付添いが必要であると学校が認めた区間の距離

ただし、40kmを限度とする。

※ 40kmの根拠

市内の中学校区から市内の特別支援学校までの距雛のうちも遠い黒崎中

学校から鶴南特別支援学校(蚊焼町ぽでの距離=40km

イ運賃九州運輸局が定めた福祉輸送サービス(福祉タクシー)に係る自動認可運賃表(ケア運

賃)のうち、特定大型車の上限の距離制運賃

距離制運賃

算説明

項

社会福祉

目

2

障害者
福祉費

番号

10-3

事 業

障害児通学支援費

名 予 額

千円

5,670

加

123m毎に50円
(4)助成上限回数

1人あたり年間 11 回(休みの8月を除く、1月1回利用を想定)

3 財源内訳

初乗り

Ikm 510円

事業

千円

5,670

国庫支出金

千円

財

県支

源

出金

千円

内 訳

その他

-19-

千円

一般財源

千円

5,670

款
 
3
 
生民



ヘージ

162~163

款

3

民生費

予

1 概要

害福祉センター(所在地:長崎市茂里町2番41号もりまちハートセンター内)ほ、平成4年4月の開

設から26年が経過し、各種施設・設備に劣化がみられるため、利用者が安心して施設を利用できるよう、

計画的に整備を行う。

算説明

項

社会福祉費

2 事業内容

工事等名

合型受信盤入替
工事(火災報知器
他)

障害者
福祉費

番号

13-1

事業名

【単独】障害者福祉施設整

備事業費

障害福祉センター

内容

火災による煙や熱またはガス漏れを自
動的に感知し、報べルなどで建物内
に知らせるための報知設備について、

経年劣化していることから改修工事を
行う。

※経費については、建物(もりまちハ
ートセンター)の合計床面に占め

る「障害福祉センター」と「原子爆弾
被爆者健康管理センター」の床面
の比率(78:22)により按分

19231 千円(全体経費見込額) X
78%(按分率)=15,000 千円

15,000 千円

3 財源内訳

事業費

千円

15,000

※合併特例

予算額

千円

15,000

国庫支出金

千円

備

^^^』'^

^^^ー、●

^工■J畢冒■^^

^^、'、"

^^^^^

ー」^」'^」」

』.^、'^

^^^^
^^■.■"』■

考

充当率95%

財

県支出金

千円

^』」

¥●一ー
一」一^」
^^

ーー』.、.

■.尋」

源

地方

-20-

」

内

※

千円

14,200

訳

その他

千円

一般財源

千円

800

目
2

.
一

』
.



ページ

164~ 165

予 説明

項

社会福祉

1 要

地発生時等に、自力で避難することが困難な方が多く入所する齢者福祉施設等の入居者等

の安全・安心を確保するため、認知症齢者グループホーム等の防災改修等に要する用につぃ

て、国の交付金を活用して補助を行う。

目

3

齢者
福祉

2 補助の対象となる施設種別及び基準

施設種別

小規模特別老人ホーム

小規模ケアハウス
小規模介老人保健施設

認知症高齢者グループホーム
小規模多機能型居宅介事業所等

3 助対数施設

施設名
所在地

6去人名)

小規模多機能介センタ 式見町

オ、^シヤン 461 番

(社会福祉法人福陽会) 7

小規模多機能ホーム新
城栄町

里城栄、ぐるーぷほーむ
11番2

新里城栄
号

(医療法人社団健昌会)

番号

6-1

事

【補助】高齢者福祉施設
整備事業補助金
齢者施設等防災改修

業 名 予額

千円

フ,920

事業者負担額

①一②

基準額(上限額)

14,700千円以内/1施設

総事業

4 財源内訳

総事業

①

0

5,610 千円

フ,370千円以内/1施設

実施内容

予

計上額

②

フ,920

電動雨戸シャッタ
一取付工事

2,310 千円

※国庫補助率:事業の1010(地域介・福祉空間整備等施設整備交付金)

補助額

②

フ.920

国庫支出金
※

屋外非常階段改
修工事

5,610 千円

事業者
負担

①一②

財源内訳

県支出金その他

フ,920

2,310 千円

0千円

0千円

-21-

一般財源

款
 
3
 
生民



5 法人及び施設の概要

(1)社会福祉法人福陽会(理事長.1'本達也)

ア施設名称小規模多機能介護センターオーシャン(登録定員29名)

イ施設種別小規模多機能型居宅介・.事業所

ウ住所長崎市式見町461番7

工構造鉄骨造平家建

オエ事内容台風や高潮被害による窓ガラス破損の防止を図るため、窓ガラス18か所1

電動シャッターを設置する。
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(2)医療法人杜団健会(理長新里健)

ア施設名称小規模多機能ホーム新里城栄(登録定員24名)

ぐるーぷほーむ新里城栄(定員18名)

イ施設種別小規模多機能型居宅介'事業所

認知症対応型共同生活介事業所

ウ住所長崎市城栄町割番2号

工構造鉄骨造5階建

オエ事内容屋外の非常用階段の老朽化に伴い、腐食箇所の取り換え又は補強を行う

とともに、全体の錆を落とし、錆止め塗装を行う。
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ページ
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款

3

民生費

予算説明書

項

社会介保険

福祉費事業費

1 概要

児童・生徒を将来の地域福祉を担う大切な一員と位置付け、地域の支え合い学習のー

環として介教育に取り組むことで、将来地域において活躍する人材を育成するととも

に、職業選択のーつとして介の仕事への意識を醸成する。

2 業内容

介人材確保対策事業負担金(142千円)

長崎市内在住の小学生(30名)を対象として、夏休みの期間に「日吉自然の家」を起

点として1泊2日の日程で介の体験学習を行い、介の仕事について学ぶとともに、介

職(20名)との交流や介事業所での体験学習を通じて将来の職業としての意識を醸

成する取組みに対し、負担金を交付する

番号

2-3

事業名

介人材確保対策事業負担金 142,000円(負担金対象経費 284,000円Xν2)

(事業の内訳)

6,084円(アマランス2時間 X2日.3,042円 X2回)・会議室使用料

30,000円(600円 X50名)・昼食費

・保水用飲料費 25,000円

・貸切バス使用料 100,000円

・資料作成代 20,000円

,保険代 10,000円

・講師謝礼 20,000円

・その他消耗品等 72,136円

36,780円(対象外)・日吉自然の家使用料

・宿泊にかかる食費(3食分) 80,000円(対象外)

事業費合計 400,000円

共催者:長崎市老人福祉施設協議会(48施設を有する長崎市内最大の介施設の団体)

介人材確保対策費

予算額

千円

142

3 財源内訳

事業費

千円

142

国庫支出金

千円

県支出金

千円

財源内訳

地方

干円

-26-

その他

千円

一般財源

千円

142

目
9


